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Ａｃｔｕｓ Ｎｅｗｓlｅｔｔｅｒ（資産税） 
相続対策としての家族信託    

 

亡くなる前に、財産の承継先を指定する方法としては「遺言」がありますが、さらに柔軟な財産管理や相続対

策ができる方法として「家族信託」という制度があります。家族信託は、自身の財産を家族に託して管理・処分

させる方法で、遺言では実現できない二次相続の指定や、認知症による資産凍結の防止などが可能です。今

回は、「家族信託」について「遺言」と比較しながらご紹介します。 

■ 家族信託とは 

家族信託とは、自身の保有する不動産や預貯金などの財産を、家族などの信頼できる人に託して、管理・処

分を任せる財産管理の方法です。財産の所有者を委託者兼受益者とし、親族などを受託者として、その両者

間で、財産管理などを任せる契約（信託契約）を締結することで成立します。受託者は、信託契約で定められた

信託目的を実現すべく、受益者の利益のために財産を管理し、必要に応じて運用や処分を行います。 

【家族に財産の管理や処分を信託】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族信託の特長は、財産の管理・承継に関し柔軟な設計ができることです。 

例えば、子どもがいない夫婦において、夫が所有する収益不動産を「夫死亡後は妻へ、妻死亡後は甥へ」と

承継させたい場合、家族信託が有効です。信頼している弟を受託者とし、受益権の承継順序を「妻➡甥」と設

定することで、遺言ではできない段階的な財産承継が可能となります。ただし、信託には有効期限があり、信託

開始から 30年経過後に受益者となった人が亡くなった時点で信託は終了します。 

■ 家族信託の課税関係 

（1）信託契約締結時の課税関係 

家族信託では、委託者と受益者を同一の者に設定することが一般的であり、この場合は信託財産の移

転がないため課税関係は生じません。 

一方、委託者と受益者が異なる場合は、委託者から受益者へ信託財産が移転されたとみなされ、適正

な対価の授受がない場合には、受益者に対し贈与税が課税されます。 

（2）信託契約期間中の課税関係 

税務上、信託の受益者が信託財産に属する資産及び負債を有するものとみなされます。 

信託財産から生じた収益・費用は受益者に帰属することから、受益者に所得税が課税されます。 

（3）信託契約終了時の課税関係 

信託契約終了に伴い、信託の残余財産は受益者から契約時に設定した帰属権利者に移転します。 

①受益者＝帰属権利者の場合 

   信託終了による経済的価値の移動がないため、贈与税・相続税などの課税関係は生じません。 

②受益者≠帰属権利者の場合 

受益者から帰属権利者へ残余財産（経済的価値）の移転が生じるため、残余財産取得に対する適正な

対価の授受がない場合には、権利帰属者に贈与税が課されます。 

また、「受益者の死亡」を終了事由とした場合には、受益者の死亡を原因として前受益者から帰属権利

者へ残余財産（経済的価値）が移動するため、遺贈とみなされ権利帰属者に相続税が課されます。 

 

 

 



■ 家族信託と遺言の比較 

家族信託では、生前からの財産管理と二次相続以降の承継先指定が可能です。一方、遺言は死後の一次

相続のみを対象としていますが、身分行為についても定めることができるという特長があります。ここでは、家

族信託と遺言のそれぞれの特長についてご説明します。 

 家族信託 遺言 

目的 財産管理及び財産承継のため 財産承継のため 

書面作成者 委託者と受託者 遺言者 

効力発生 信託契約締結時 遺言者の死亡時 

財産の承継 信託契約の定めにより、財産を一括し

て承継することも、分割して承継するこ

ともできる 

本人（遺言者）の財産を一括して承継 

財産承継のタイミング 信託契約により定めた時点 

(本人の生前、死亡時、死亡後など） 

本人（遺言者）の死亡した時点 

二次相続の指定 遺言では実現できない二次相続の指定

が可能 

不可 

 

身分行為について 不可 子の認知や未成年後見人の指定など

の身分行為について定めることが可能 

内容の変更 原則として、委託者・受託者・受益者の

合意が必要 

（別途信託契約の定めがある場合は、

その定めに従う） 

遺言者はいつでも可能 

●ポイント① 家族信託と遺言では家族信託が優先される 

遺言の作成日と家族信託の設定日の前後を問わず、家族信託が優先されます。例えば、「自宅を信託し、

信託終了後は長男が取得する」という信託契約があった場合、信託された財産は、法律上、委託者の個人財

産から切り離されるため、遺言の効力は及びません。 

●ポイント② 家族信託と遺言を併用して活用する 

信託財産として管理したい財産とそうでない財産が混在する場合や、信託設定時に存在しない財産の承継

先を決めたい場合には、家族信託と遺言を併用することが考えられます。後者に関しては、追加信託を行うこ

とも可能ですが、仮に委託者が認知症になった場合には、追加信託を行うことができなくなります。そのため、

信託設定時に存在しない財産の承継先を事前に決めたい場合には、信託とは別に遺言を残しておく必要があ

ります。 

●ポイント③ 遺言代用信託を活用する 

遺言代用信託とは、委託者が生前に財産を信託し、委託者を当初の受益者とし、死亡後の次の受益者を予

め信託契約に定める仕組みです。事業承継の場面では、例えば後継者に自社株式を相続させる旨の遺言が

あっても、その手続き上、遺言の執行の完了まで一定の時間がかかります。一方、遺言代用信託を利用すれ

ば、経営者の死亡により信託契約の定めに基づいて自動的に後継者が受益権を取得するため、経営の空白

期間が生じることなく事業承継を行うことができます。 
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